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To manage flood disaster with an exceeding designed level, risk control based on appropriate risk

assessment is essential. For probabilistic assessment of economic damage by flood disaster, a flood risk

curve plays an important role, which is a relation between exceedance probability (magnitude of flood)

and flood inundation damage. This research proposes a method to develop a flood risk curve, considering

spatio-temporal distribution of precipitation. The developed method was applied to the Yura-gawa river

basin in Kyoto, Japan, and risk curves of the basin with/without the effect of the existing dam were

examined.
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1. はじめに

将来の気候変化による豪雨の強大化によって，現在
の整備レベルを上回る超過洪水の発生が懸念されてい
る．超過洪水による洪水災害リスクを管理するために
は，流域のもつリスクを適切に評価し，リスクを低減
または分散する方策を講じることが重要となる．

地震のリスク評価では，まず複数の想定地震に対し
て被害額と被害をもたらす地震の発生確率の関係であ
るイベントカーブを作成する．次に，イベントカーブ
による地震被害額の不確実性をある確率分布によって
考慮し，被害額とその年超過確率の関係を示すリスク
カーブを作成する．この地震リスクカーブは，地震保
険の設計や国家として対応しなければいけないリスク
の把握など，リスクの分担を考える基本情報となって
いる 1)．洪水被害においても，降雨極値の確率的特性
と被害額の関係を作成する技術を確立し，治水施設設
備や都市・地域計画，損害保険などを組み合わせたリ
スク分散を図る必要がある．この場合，降雨の時空間
分布によって被害額が大きくなるため，それを適切に
組み込んだリスクカーブの作成が重要な課題となる．

既往の研究では，氾濫解析モデルを活用して降雨極
値の統計的特性と浸水被害額の関係に基づいた浸水リ
スク分析が行われている 2)3)4)．特に寺本ら 3) は，確
率降雨強度式から得られる様々な再現期間の中央集中
型の降雨を用いて多数の氾濫計算を行い，土地利用規
制の効果を浸水被害額の変化として分析している．た
だし，こうした既往の研究は，異なる時空間分布をも

つ降雨が浸水被害額の確率分布に与える影響を考慮し
ていない．

降水量の時空間分布を考慮して，ある期間内の年最
大総降雨量の確率分布から年最大洪水ピーク流量の確
率分布を推定する手法として総合確率法がある 5)．本
研究では総合確率法を拡張することで，降雨の時空間
分布を考慮して年最大総降雨量の確率分布を年最大浸
水被害額の確率分布に変換し，被害額とその超過確率
との関係を作成する手法を示す．また，ここで得られる
被害額の確率分布が地震に対する損害保険で用いられ
るリスクカーブに相当することを示す．最後に，開発
した変換手法を京都府の由良川流域（1882km2）に適
用し，由良川流域の水害リスクカーブを作成する．ま
た，由良川上流域に位置する大野ダムが存在する場合
としない場合とでリスクカーブを比較し，大野ダムの
治水経済効果を試算する．

2. リスクカーブの作成方法
一般に，水文頻度解析では対象とする水文量のサン

プルを用意し，サンプルに適合する確率分布関数を当
てはめる．水害リスクカーブを作成するためには，水
害の発生頻度に応じた浸水被害額のデータが多数必要
となるが，確率分布を当てはめるのに十分な浸水被害
データを用意することは難しい．そこで，ある降雨期
間内の年最大流域平均総降雨量の確率分布をもとに降
雨流出・氾濫モデルを介して年最大浸水被害額の確率分
布を導出する手法を開発する．このとき，年最大総降
雨量を流出・氾濫モデルに入力して得られる浸水被害



額が年最大浸水被害額になるとは限らない点に注意す
る必要がある．これは，同じ総降雨量でも降雨パター
ンによって浸水・氾濫の広がり方や最大浸水深の空間
分布が異なり，算定される浸水被害額が異なるためで
ある．

そこで，降雨の時空間パターンを考慮して年最大総
降雨量を年最大洪水ピーク流量に変換する総合確率法
を拡張して，降雨の時空間パターンを考慮した上で，あ
る降雨期間内の年最大総降雨量の確率分布から年最大
浸水被害額の確率分布を得る手法を新たに開発する．

(1) 総合確率法を拡張した浸水被害額の確率分布の算定

総合確率法は，年最大総降雨量の確率分布から年最
大洪水ピーク流量の確率分布を求める手法である．こ
こでは，椎葉ら 5)による総合確率法の数学的導出にな
らい，年最大総降雨量の確率分布関数から年最大浸水
被害額の確率分布関数を求める手法を述べる．

まず，以下の 4つの仮定を設ける．

1) ある降雨期間内の総降雨量と降雨の時空間パター
ンは独立である．

2) すべての降雨パターンにおいて，総降雨量のみを
増加させた場合，浸水被害額は単調に増加する．

1つ目の仮定に対応して，位置 x,yの時刻 tでの降雨強
度 r(x, y, t)を次のように表す．

r(x, y, t) = raξ(x, y, t), (x, y) ∈ A, 0 ≤ t ≤ Tr (1)

ここでAは対象とする流域，Trは降雨期間，raは降雨
期間 Tr内の流域平均総降雨量，ξ(x, y, t)は降雨の時間
的・空間的分布パターンであり，∫ ∫

A

(∫ Tr

0

ξ(x, y, t)dt

)
dxdy = S (2)

となるように正規化されているとする．ただし，右辺
の Sは，対象としている流域の流域面積である．また，
降雨の時空間分布について以下の仮定を置く．

3) 降雨の時空間パターン ξ(x, y, t)はN 個のパターン
のみをとるとし，i番目の降雨パターン ξi(x, y, t)

が生起する確率を piとする．また，降雨期間は Tr

として固定する．
4) 浸水被害を発生させるような降雨の発生は，単位
時間あたりの発生確率が µのポアッソン過程に従
うとし，その降雨事象が発生したときの総降雨量
Raは確率分布GRa(ra)に従うとする．ただし，浸
水被害を発生させないような降雨も便宜上，浸水
被害額 0の被害を発生させる降雨と考える．

仮定 1)から 3)が成り立つとすると，降雨事象が発生し
たときに浸水被害額M が特定の被害額m1を超える確
率 Prob[M > m1]は，i番目の降雨パターン ξi(x, y, t)

が生起する確率 piと，その降雨パターンによって生起
する浸水被害額M がm1を超える確率との積の和とし
て次式で求められる．

Prob[M > m1] =

N∑
i=1

piProb[M > m1|ξ = ξi]

=

N∑
i=1

piProb[ra > ra,i(m1)] (3)

ここで ra,i(m1)は，降雨パターンが ξiに固定されてい
て，総降雨量 ra を変化させたときに，浸水被害額M

がちょうどm1になるような総降雨量を表している．仮
定 2)によってそのような ra,i(m1)を求めることができ
る．なお，ra,i(0)は浸水被害額が 0となる総降雨量の
中で最も大きい総降雨量とする．(3)式の左辺は，浸水
被害額M の超過確率を表しているので，M の確率分
布関数を GM (m)と表すと，

1−GM (m) =
N∑
i=1

piProb[ra > ra,i(m)]

=
N∑
i=1

pi (1−GRa (ra,i(m))) (4)

が得られる．

仮定 4)により，浸水被害の発生も単位時間あたりの
発生確率が µで，事象が発生したときの浸水被害額の
確率分布関数が (4)式によって求められる複合ポアッソ
ン過程になるため，年最大浸水被害額M の確率分布関
数 FM (m)は，

FM (m) = exp [−µ∆t(1−GM (m)] (5)

から計算できる．∆tは時間間隔であり，ここでは 1年
を表す．この式の右辺に (4)式を代入すると

FM (m)

= exp

[
−µ∆t

N∑
i=1

pi {1−GRa (ra,i(m))}

]

=

N∏
i=1

exp[−µ∆t {1−GRa (ra,i(m))}]pi (6)

が得られる．仮定 4)から，総降雨量Raは複合ポアッソ
ン過程に従い，年最大総降雨量Raの分布関数 FRa(ra)

は GRa(ra)を用いて

FRa(ra) = exp [−µ∆t (1−GRa(ra))] (7)

と表される．これを (6)式に代入すると

FM (m) =
N∏
i=1

FRa(ra,i(m))
pi (8)

となり，年最大総降雨量の確率分布関数および各降雨
パターンにおける総降雨量と浸水被害額の関係から，
年最大浸水被害額の確率分布関数が得られる．さらに，
ra,i(m)が十分大きければ，(8)式は



m

F (ra,i(m)R )

ξ
i
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a
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

図-1 降雨期間 Tr 内の年最大雨量の非超過確率と年最大浸水
被害額の非超過確率との関係（横軸下の曲線：降雨期間
Tr 内の年最大雨量の確率分布関数，縦軸左の曲線：年
最大浸水被害額の確率分布関数），fRa(ra,i(m))は降雨
期間 Tr 内の年最大雨量の確率密度関数．斜線部分は被
害額mに対する非超過確率 FM (m)

FM (m) =

N∑
i=1

piFRa(ra,i(m)) (9)

と近似できる.

(2) 計算手順
(8)式から水害リスクカーブを求める方法を示す．

1) 事前に定めた降雨期間 Tr内の年最大流域平均総降
雨量の確率分布 FRa(ra)を求める．

2) 過去の降雨の中で代表的な降雨事象を N 個用意
する．

3) i番目の降雨パターンの降雨量 ra,i(x, y, t)を，(2)

式を満たすように ξi(x, y, t)に正規化する．
4) 正規化した降雨パターン ξi(x, y, t)を固定して，総

降雨量 ra をかけ合せることで，総降雨量 ra の降
雨事象を作成する．

5) 作成した降雨事象から流出モデルを通して洪水ハ
イドログラフを得る．

6) 浸水・氾濫モデルを用いて浸水深を計算し，浸水
被害額mを計算する．

7) raを大きくしていき，1)～6)を繰り返すことで降
雨パターン ξi での総降雨量 ra と浸水被害額mの
関係 ra,i(m)（図-1中の太線群）を得る．

降雨パターン ξi の発生確率 pi を定めれば (8)式から，
各降雨パターンで被害額 m に対応する降雨期間内の
降雨量 ra,i(m)の非超過確率 FRa(ra,i(m))の重みつき
相乗平均によって，年最大浸水被害額の確率分布関数
FM (m)を得ることができる．

3. 総合確率法とリスクカーブの関係

これまでリスクカーブは地震のリスク評価で主に用
いられてきた．リスクカーブは，異なる発生確率をも
つ複数の地震による被害額から作成したイベントカー

λ

m
ǫ
M(m;θ(λ))



G (λ)Λ

HM(m)

図-2 地震災害のリスクカーブ（横軸：地震の強度，縦軸：地
震による被害額，横軸下の曲線：地震強度 λの確率分布
関数GΛ(λ)，縦軸左の曲線：被害額の非超過確率（リス
クカーブ））

ブに対して，地震による被害額の算定に関する不確実
性を表す予測誤差分布を用いてイベントカーブを修正
することで得られる 1)．浸水被害の場合，降雨の時空
間分布の影響によって被害額の確率分布に大きな不確
実性が生じる．以下では，降雨の時空間分布による不
確実性を考慮した総合確率法が，地震リスク評価で用
いられてきたリスクカーブに相当することを示す．
まず地震のリスクカーブの定義を示す 1)．強度 λの地

震に対する確率密度関数を gΛ(λ)とおく．地震による被
害額mの不確実性を考慮するために，λの大きさによっ
て発生する地震の被害額の確率密度を ϵM (m; θ(λ))と
おく．ここで，θ(λ)はパラメータである．ϵM (m; θ(λ))

としてベータ分布がよく用いられる．このとき，被害額
の不確実性を考慮した地震の被害額の確率分布関数は

HM (m1) =

∫ m1

0

∫ ∞

0

gΛ(λ)ϵM (m; θ(λ))dλdm (10)

として求められ，これがリスクカーブである．HM (m1)

は，被害額m1 に対する非超過確率を表す．
地震のリスクカーブの模式図を図-2に示す．地震災

害では，同規模の地震に対する被害額の不確実性が大き
いため，(10)式に示したように様々な強度 λの地震に
対する被害額の非超過確率（図-2中の斜線部分）を地
震の発生確率と掛けて足し合わせることでリスクカー
ブを作成している．
一方，水害では同じ降雨量でも，降雨パターンによっ

て浸水深が大きく異なり，これが水害リスク評価の大
きな不確実性となる．そのため，(9) 式に示したよう
に，多数の降雨パターンによる浸水被害額の非超過確
率（図-1中の斜線部分）を降雨パターンの発生確率 pi

と掛けて足し合わせることによって，降雨の時空間分
布による不確実性を考慮している．このように，総合
確率法を援用して推定される浸水被害額の確率分布は，
地震による被害額の不確実性を考慮して作成されるリ
スクカーブに対応することがわかる．以下，(8)式また
は (9)式で示した確率分布を水害リスクカーブとして
リスク評価を行う．
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図-3 由良川流域全体図（水色の領域：由良川流域，赤線：河
道網，四角：流量観測所，三角：大野ダム，赤丸：地点
雨量観測所，黒丸：地点雨量観測所（2013年台風 18号
時に欠測），網掛けの枠：氾濫計算領域）

4. 降雨流出・氾濫モデル
降雨と浸水被害額の関係を得るためには，降雨から

氾濫までを計算できるシミュレーションモデルが必要
となる．そこで，筆者らが開発した降雨流出・氾濫一体
型のモデル 6)（以下，流出・氾濫モデル）を用いる．本
研究の流出・氾濫モデルは，流出モデルを用いて 30秒
（約 1km）空間分解能で流域全体を計算し，その後，流
域中の任意の領域の氾濫を，氾濫モデルによって 3秒
（約 100m）空間分解能で計算するネスティング型のシ
ステムとなっている．ネスティング型の構造を用いるこ
とによって氾濫計算の範囲を限定することができ，計
算時間を短縮することができるため，降雨と浸水被害
額の関係を求めるために必要な多数回の計算を実現す
ることができる．後述のように，本研究のリスクカーブ
作成には 2日間の降雨による氾濫計算を 200回行った
が，ネスティング型のモデルはこれを 2.9GHzのCPU，
コア数 32の Linuxが作動する並列計算機で約 20時間
で実現することができた．
流出モデルは分布型流出モデル 1K-DHM 7) であり，

流域中の各セルは河道セルおよび斜面セルに分けられ
る．河道セルでは地表面流型のキネマティックウェーブ
モデル，斜面セルでは不飽和・飽和中間流 8)を考慮し
たキネマティックウェーブモデルによって流れを計算し
ている．氾濫モデルは，河道セルで以下の 1次元の局
所慣性方程式 6)9) を解く．

∂Q

∂t
+ gA

∂(h+ z)

∂x
+

gn2|Q|Q
R4/3A

= 0 (11)

∂A

∂t
+

∂Q

∂x
= 0 (12)

ここで，Qは流量，Aは通水断面積，hは水深，zは河
床高，gは重力加速度，nはマニングの粗度係数，Rは
径深である．それ以外の氾濫域セルでは 2次元の局所
慣性方程式を解く 6)．氾濫モデルでは，河道セルが計
算領域上流端で流出モデルから流量を受け取り，計算
領域内で側方流入量を受け取って河道流計算を行う．そ
して，水位が堤防高を越えた場合に越流が発生し，外
水氾濫が計算される．氾濫モデルの計算領域下流端で
は，水位の境界条件を与える．
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図-4 平成 25年台風 18号洪水の再現計算結果．綾部地点の
観測流量と計算流量（赤：観測値，青：計算値）

表-1 降雨流出モデルのパラメータ 8)

パラメータ 値
等価粗度 n[m−1/3/s] 0.494

飽和透水係数 ka[m/s] 1.00× 10−4

土層厚 da[m] 0.603

土層厚 ds[m] 0.599

透水係数比 β[−] 9.28

5. 流出・氾濫モデルの由良川流域への適用
4.で述べた流出・氾濫モデルを京都府の由良川流域

に適用する．図-3に由良川流域の流域図を示す．由良
川流域は昭和 28年の台風 13号や平成 16年の台風 23

号などの大きな出水の度に浸水被害を受けてきた流域
であり，昨年の台風 18号でも床上浸水・床下浸水併せ
て 3855棟の被害が発生した 10)．ここでは，平成 25年
台風 18号による洪水を対象として，流量および氾濫規
模の再現計算を行った．

(1) 流出モデルのパラメータ同定
1K-DHMのパラメータ同定は，平成 25年台風 18号

の洪水と同程度の洪水規模であった平成 16年の台風 23

号の洪水を対象に行った．国土交通省の綾部地点のH-Q

換算流量を観測値として与えて，SCE-UA法 11)を用い
た．同定したパラメータを表-1に示す．降雨データは，
図-3に赤丸と黒丸で示す国土交通省の地点雨量観測所
17地点の地点雨量データを用いてティーセン法によっ
て作成した．また，綾部地点の上流域に位置する大野
ダムの操作を考慮するため，大野ダムがピークカット
を行った 10月 20日 10時から 10月 21日 11時までの
大野ダムの放流量を大野ダム地点の流量として与えた．

(2) 台風 18号による洪水流量・氾濫規模の再現計算
同定したパラメータ値を用いて平成 25年台風 18号

による流出・氾濫計算を行った．降雨データは欠測値の
なかった図-3中の赤丸 10地点の地点雨量データを用い
て，ティーセン法によって作成した．また，平成 16年
と同様に大野ダムによるピークカットが行われたため，
ダム放流量の時系列データを大野ダム地点の流量とし
て与えた．図-4に綾部地点の観測流量と計算流量を示
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す．観測流量と計算流量はよく一致している．Nash指
標は 0.97となった．
次に，降雨流出モデルを図-3中の網掛けの枠内の領

域でネスティングして氾濫計算を行った．氾濫計算で
は，河道水位の計算値が観測値に合うように，河道の
等価粗度を 0.045とした．氾濫域の等価粗度は 0.05と
した．また，下流端の水位条件は観測値を与えた．図-5

に，綾部地点および福知山地点の観測水位と氾濫モデ
ルの河道流計算による計算水位を示す．計算水位は観
測水位をおおむね再現した．図-6に氾濫計算による最
大浸水深分布を示す．黒い太線で囲んだ範囲は，国土交
通省 10)による実測の浸水範囲であり，白抜きの三角点
は氾濫計算で破堤を考慮した地点を表す．モデル内で
は，筆者が現地で確認した地点を含むセルの堤防高を，
セルの幅にわたって越流開始時刻に 0mと設定して破
堤を表現した．図-6から，浸水範囲はおおむね一致し
ていることがわかる．面積も，実測値が 23.03km2，計
算値が 20.21km2 となりおおむね一致した．

(3) 台風 18号による浸水被害額の推定
計算された最大浸水深を用いて，平成 25年台風 18

号による由良川流域の浸水被害額を推定した．国土数
値情報の土地利用細分メッシュデータ（平成 21年度）
12)による 15の土地利用分類に従い，治水経済マニュア
ル（案）13)をもとに土地利用に応じて被害額を算定し
た．被害額を評価する土地利用として，水田・畑地・建
物用地・ゴルフ場・幹線交通用地を考慮した．土地利用
ごとに定められた浸水深別被害額を用いて，各セルの
土地利用で最大浸水深に対応する被害額を算出し，そ
れらを合計して対象領域の被害額とした．表-2に，項
目ごとの浸水被害額の推定結果を示す．浸水被害額は
合計で 582.45億円と算定された．
平成 25年台風 18号と同程度の浸水範囲をもたらし

た平成 16年の台風 23号の水害統計調査 14) によると，
平成 16年の京都府全体の水害被害額は約 617億円と報
告されている．台風 18号の浸水被害額約 582億円は，
妥当な推定結果であると考えられる．
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図-6 実測の浸水範囲（黒線内の領域）と最大浸水深分布の
計算値の比較．

表-2 平成 25年台風 18号による被害額推定結果

土地利用 被害額 [億円]

水田 2.95

畑地 26.20

家屋 132.00

家庭用品 50.30

事業所償却・固定資産 23.00

ゴルフ場 0.00

公共土木施設 348.00

計 582.45

6. 由良川流域における水害リスクカーブの作成

由良川流域の水害リスクカーブを作成する．降雨期
間は 2日間とし，年最大総降雨量の確率分布は国土交
通省の水文・水質データベースによる時間雨量の地点
データを用いて，ティーセン法で求めた年最大流域平
均 2日雨量を用いて推定した．確率分布は最尤推定法
および JackKnife推定誤差を用いてグンベル分布を選
択した．水害リスクカーブの作成に用いる降雨パター
ンは，由良川流域で主要な洪水を引き起こした 1972年，
1982年，1983年，1990年，1995年の 5個の降雨事象
の実績データを用いた．国土交通省の水文・水質デー
タベースの時間雨量の地点データをティーセン法で流
出計算と同じ 30秒分解能に分布させて降雨の時空間分
布を作成した．各降雨パターンに対して 10mm間隔で
降雨を引き伸ばし，400mmまで計 40回流出計算と氾
濫計算を実施した．
由良川は上流域に大野ダムがあるため，大野ダムの

操作規則 15)をもとにダムモデルを構築し，ダムがある
場合とない場合の関係を計算した．なお，水害リスク
カーブの作成では，破堤は考慮せず越流による被害を
対象とした．図-7に，各降雨パターンでの総降雨量と
浸水被害額の関係を示す．実線に由良川上流域の大野
ダムを考慮しない場合，破線に考慮した場合の結果を
それぞれ示す．図-7から，同じ総降雨量に対する浸水
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被害額が，降雨パターンによって大きく異なることが
わかる．また，それぞれの降雨パターンで大野ダムを
考慮した場合の方が，同じ総降雨量に対する浸水被害
額が小さいことがわかる．これは大野ダムの洪水調節
効果によって被害が軽減したことを表す．
(8)式を用いて作成した由良川流域の水害リスクカー

ブを図-8に示す．これは，降雨パターン ξi(i = 1, 2, .., 5)

で算定した浸水被害額 m に対応する年最大 2 日雨量
ra,i(m)の非超過確率 FRa(ra,i(m))（図-7の下の横軸）
の重み付き相乗平均値から算定される．各降雨パター
ンの生起確率は等確率とし，pi = 1/5とした．大野ダ
ムの治水効果を評価するため，大野ダムのダム操作を
考慮した場合とダムがない場合の 2通りのリスクカー
ブを作成した．大野ダムの洪水調節効果によって，浸水
被害額の超過確率が減少していることがわかる．大野
ダムの貯水容量には上限があることから，超過確率が
小さい大規模な水害に対しては両者の予想被害額の差
が小さくなっている．図-8から，大野ダムがない場合
の年最大浸水被害額の期待値は約 145億円と推定され，
ダムがある場合の期待値は約 80億円と推定された．

7. おわりに

本研究では，リスク評価に基づいた総合的な治水対
策評価を目的として，総合確率法を拡張した浸水被害
額の確率分布作成手法を開発し，これがリスクカーブ
に対応することを示した．本手法により，洪水災害に
大きく影響する降雨の時空間分布の影響を考慮したリ
スクカーブの作成が可能となった．さらに，京都府の
由良川流域の浸水被害のリスクカーブを作成し，治水
施設整備の経済効果を評価することができた．

謝辞：大野ダムの操作に関する情報を京都府から提供
していただいた．記して謝意を表する．
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